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1. はじめに 

 模擬燃料体を部分的に装荷すること（以下「部分装荷」という）に関し、第 25

回もんじゅ安全監視チーム会合でのコメントを踏まえ、①部分装荷とすること

で炉心からの燃料体の取出しに影響する要因、②燃料体の取出しに関する設計

上の要求機能に対し、部分装荷とした場合の影響の有無、③廃止措置計画申請書 

添付書類四 廃止措置中の過失、機械又は装置の故障、地震、火災等があった場

合に発生すると想定される事故の種類、程度、影響等に関する説明書に関し、部

分装荷とした場合の影響の有無（添付書類四の評価を見直す必要の有無）につい

て、要因分析図の形に整理し、影響程度を確認した。 

 

 



表1-1　部分装荷による影響評価一覧

【影響】
1―1―1―1

1 1―1 1―1―1

1―1―1―2

1―1―2―1
1―1―2

1―1―2―2

1―1―3―1

1―1―3

1―1―3―2

1―1―4―1
1―1―4

1―1―4―2

1―1―5―1
1―1―5

1―1―5―2

1―2―1―1

1―2 1―2―1

1―2―1―2

1―2―2―1

1―2―2

1―2―2―2

1―2―3―1

1―2―3

1―2―3―2

2

3―1―1―1
3 3―1 3―1―1

3―1―1―2

3―1―1―3

3―1―2
3―1―2―1

3―1―2―2

3―1―2ー3

3―2―1―1

3―2 3―2―1

3―2―1―2

3―2―2―1

3―2―2

3―2―2―2

3―2―3―1

3―2―3

3―2―3―2

3―2―4―1

3―2―4

3―2―4―2

3―2―5―1

3―2―5

3―2―5―2

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷状態が既評価へ与える影響

しゃへいプラグへの影

響

炉内構造物に加わる重量が軽くなる

が、炉内構造物全体から見ればわず

かであり影響はない

B

現段階では制御棒挿入機能は不要。

ラッパ管の健全性を評価し、燃料体

が大きく変形しないことを確認。原

子炉容器、しゃへいプラグ等に変更

なく、放射性物質が系外へ直接放出

されない

C

B
既認可の評価（燃料取扱事故）に包

含される

Arガス漏えい事故

B
建物、電源設備に変更無し。炉心冷

却は現段階で安全上必要無い

B
建物、各設備に変更無し。炉心冷却

は現段階で安全上必要無い

炉内構造物に加わる重量が軽くなる

が、炉内構造物全体から見ればわず

かであり影響はない

B

冷却系機能喪失事故

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧するまで中断

部分装荷状態が既評価へ与える影響

B

炉心構成の変更であり、遮へいプラ

グの設備変更はない

模擬燃料体を炉心に装荷しない。

「空ポット移送」と同じ工程
B

燃料交換時の流量と同じ。1次主循環

ポンプの運転に支障の無い範囲

（確認中）ラッパ管は座くつしない

ラッパ管の健全性を評価し、燃料体

が大きく変形しないことを確認

跳び上がり量を評価。最大でも

20mm程度であり、燃料交換装置や

炉心上部機構に接触しない

燃料体頂部の変位は設計範囲内であ

り、燃料体の取り出しは可能

炉心構成の変更であり、回転プラグ

の設備変更はない
B

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧するまで中断
B

部分装荷状態が設備に与える影響

対応は全装荷の場合と同じ。燃料体

の取出しは中断し、安全を確認する
B

B
対応は全装荷の場合と同じ。燃料体

の取出しは中断し、安全を確認

C
ラッパ管の健全性を評価し、燃料体

が大きく変形しないことを確認

C

B
影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧するまで中断

B
影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧するまで中断

影響緩和措置であり、対応が変わる

ことは無い

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

部分装荷状態が設備に与える影響

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧するまで中断

炉内構造物への影響

B

大規模損壊対応への影

響

燃料取出し機能への影

響

部分装荷状態が装置に与える影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

部分装荷状態が設備に与える影響

模擬燃料体の部分装荷

部分装荷状態が既評価へ与える影響

Na漏えい事故

部分装荷時におけるNa漏えい事故対応への影響

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷時における燃料取扱い事故対応への影響

部分装荷時におけるArガス漏えい事故対応への影

響

臨界事故

部分装荷時における臨界事故対応への影響

燃料取扱事故事故評価への影響

部分装荷状態が既評価へ与える影響

安全性への影響

部分装荷時における津波/竜巻/火山噴火時の燃料

体の取出しへの影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

炉心支持板への衝突による影響

部分装荷状態が既評価へ与える影響

部分装荷時における冷却系機能喪失事故対応への

影響

災害評価への影響

炉心体系が変わること

の影響

未装荷箇所の空間が増

えることの影響

隣接燃料体からの拘束面が減る影響

部分装荷状態が装置に与える影響

他機器と干渉する可能性

燃料体周囲の隙間が増大する影響

燃料体頂部変位が大きくなる可能性

回転プラグへの影響

地震時に跳び上がるこ

との影響

火災/内部溢水

流量が変化する影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

津波/竜巻/火山噴火

地震

部分装荷時における地震時の燃料体の取出しへの

影響

炉内中継装置への影響

燃料取扱設備への影響 燃料交換装置への影響

部分装荷時における火災/内部溢水時の燃料体の

取出しへの影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

既認可の評価に包含される

既認可の評価に包含される

残存する燃料体では臨界とならない

既認可の評価に包含される

跳び上がり量を評価。最大でも

20mm程度であり、燃料体はラッパ

管のパッド部や連結管で拘束され、

変位は制限される

B

燃料を取扱う設備に変更はなく、対

応は全装荷の場合と同じ
B

原子炉容器、1次主冷却設備に変更は

なく、対応は全装荷の場合と同じ
B

B
Arガス系の設備に変更はなく、対応

は全装荷の場合と同じ

炉心燃料132体が取出されており、臨

界事故は発生しない
B

部分装荷の方が冷却性が良い。対応

は全装荷の場合と同じ
B

B

B

B

B

B

B

C

B

B

C

【凡例】

A:部分装荷とした場合の方が安全側、メリットがある

B:影響は全装荷の場合と同じ

C:影響する恐れがあり、確認・評価が必要

表1-1　
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表1-1　部分装荷による影響評価一覧

3―2―6―1

3―2―6

3―2―6―2

3―2―7―1

3―2―7

3―2―7―2

3―2―8―1

3―2―8

3―2―8―2

3―3 3―3―1
3―3―1―1

3―3―2―1
3―3―2

3―3―2―2

3―3―3―1
3―3―3

3―3―3―2

4 4―1 4―1―1 4―1―1―1

4―1―2―1

4―1―2

4―1―2―2

5―1―1
5 5―1

5―1―2

5―2
5―2―1

5―3
5―3―1

6―1―1

6 6―1

6―1―2

6―2―1

6―2

6―2―2

７―1―1―1
部分装荷が設備に与える影響

7 ７―1 ７―1―1

７―1―1―2

７―1―2―1
７―1―2

７―1―2―2

７―2

模擬燃料体の体数が削減される

炉心構成の変更であり、遮へいに関

する設備（生体遮へい壁等）に変更

はない

B

炉心構成の変更であり、遮へいに関

する設備（燃料取扱設備等）に変更

はない

B

A

炉心構成の変更であり、隔壁(バウン

ダリ)に変更はない
B

炉心構成の変更であり、保温材/予熱

設備に変更はない
B

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧するまで中断
B

洗浄する燃料体の体数は同じ。模擬

燃料体の洗浄体数は減少

炉心構成の変更であり、カバーガス

の境界やシール部に変更はない
B

プログラム変更誤りのリスク

部分装荷状態が設備に与える影響

操作員への影響

操作手順変更の影響

B

A

B
影響は全装荷の場合と同じ。電源喪

失時は電源車等で給電する

炉心構成の変更であり、ナトリウム

漏えい対策設備に変更はない
B

炉心構成の変更であり、気密機能に

関わる設備（しゃへいプラグ、燃料

取扱設備）に変更はない。

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

基本は自動化運転、個別操作も習熟

されている

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧するまで中断

B

B

現段階で安全上必要の無い機能
B

工場試験、実作動試験で確認

流動が無くとも冷却可能

流動が無くとも冷却可能（燃料被覆

管温度は○○℃（確認中））
C

プログラム変更に必要な期間は十分

炉心構成の変更であり、計測制御系

の設備変更はない
B

C

手順書変更に必要な期間は十分

C

貯蔵する燃料体の体数は同じ。模擬

燃料体の貯蔵体数は減少

警報発報頻度は高まるものの、燃料

体頂部の変位は設計範囲内
C

計測制御系への影響

計測制御系への影響

燃料取扱設備の操作へ

の影響

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧するまで中断

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧するまで中断

影響は全装荷の場合と同じ。設備を

復旧するまで中断

炉心構成の変更であり、原子炉容器

の設備変更はない

炉心構成の変更であり、保修用機器

の設備変更はない

部分装荷状態が設備に与える影響

部分装荷状態が設備に与える影響

保修用機器への影響

B

B

部分装荷状態が設備に与える影響

B

B

放射性廃棄物処分への

影響

ナトリウム漏えい対策

への影響
ナトリウム漏えい対策設備への影響

気密機能への影響

放射性物質浄化機能への影響

放射性物質拡散防止へ

の影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

部分装荷が設備に与える影響
燃料貯蔵設備(燃料池/

貯槽ﾗｯｸ等)への影響

放射性廃棄物処理/処

分への影響

燃料取扱貯蔵設備への

影響

燃料取扱設備(燃料洗

浄設備等)への影響

入熱機能を失うことの影響

自動制御ソフトへの影

響

操作手順プログラムへの影響

ナトリウム凍結防止へ

の影響
保温材/予熱設備への影響

使用済燃料からの放射線遮へいへの影響

炉心からの放射線遮へいへの影響

冷却機能への影響 炉心燃料への影響
炉心流量変化による影

響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

隔壁(バウンダリ)への影響

カバーガスへの影響

ナトリウムの取扱い機

能への影響

空気との直接接触防止

への影響

放射線遮へいへの影響

放射線防護への影響

電源喪失による影響

未装荷領域に冷却材が多く流れ、装荷領域の流量

が減ることの影響

除熱機能を失うことへの影響

操作手順への影響

設備故障が部分装荷時の燃料体の取出しに与える

影響

原子炉容器への影響

A

C

C

C

【凡例】

A:部分装荷とした場合の方が安全側、メリットがある

B:影響は全装荷の場合と同じ

C:影響する恐れがあり、確認・評価が必要

表1-1　
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表1-2　事故評価への影響

1 1―1 1―1―1 1―1―1―1

1―1―1―2

1―1―2 1―1―2―1

1―1―2―2

1―1―3 1―1―3―1

1―1―3―2

1―1―4 1―1―4―1

1―1―4―2

既認可では、1次冷却材漏えい事故として1次冷却材が全量放出された事態を想定し、冷却

材中の放射化Naによる周辺公衆に与える放射線被ばくリスクを評価。燃料体は直接Na漏え

いと関係しないため、炉心燃料の部分装荷状態がNa漏えい事故評価に影響を与えない。

部分装荷を開始する時点において、炉心燃料は132体取出されており、制御棒が全数引抜か

れても臨界しない。炉心燃料の未臨界性維持に関して安全な状況。

部分装荷を開始する状態において既に臨界になり得ず、更に燃料体数が減るので、部分装

荷状況が進展しても臨界事故は起こりえない。

部分装荷状態が既評

価へ与える影響

もんじゅでは燃料破損は起きておらず、かつ、1次Arガス中の放射性ガス濃度も極めて低

く、廃止措置計画では事故評価対象としていない。燃料被覆管に損傷があれば放射性ガス

が放出されるが、その評価は燃料取扱事故評価に包含される。

部分装荷時における

Arガス漏えい事故対

応への影響

部分装荷時における

臨界事故対応への影

響

Arガス漏えいが発生すれば、漏えい部位を隔離し、カバーガスへの空気混入を防止する。

この対応は全装荷、部分装荷に関わらず同じ。漏えい箇所が復旧するまで燃料取出し作業

は中断するが、Arガス系の設備に変更は無く、炉心体系はArガス漏えい要因と設備的に直

接関係せず、炉心燃料の部分装荷がArガス漏えいリスクを増やす要因とはならない。

臨界事故

Na漏えい事故が発生すれば、全装荷、部分装荷に関わらず燃料取出し作業は中断し、その

対応は同じ。なお、原子炉容器、1次主冷却設備に変更はなく、Na漏えい事故後も 原子炉

容器内のNa液位は、燃料体が漬かる液位が確保され、燃料被覆管の過熱による燃料被覆管

の破損はない。燃料体から放射性物質の放出がなく、Na漏えい事故評価にも影響を与えな

い。

安全性への影響 事故評価への影響 燃料取扱事故

部分装荷状態が既評

価へ与える影響

部分装荷状態が既評

価へ与える影響

Na漏えい事故

Arガス漏えい事故

部分装荷状態が既評

価へ与える影響

部分装荷時における

燃料取扱い事故対応

への影響

部分装荷時における

Na漏えい事故対応へ

の影響

既認可では、燃料体が容器外に出る燃料池において燃料体１体が損傷する事故を評価。炉

内燃料体の取出しでは燃料体を容器内で取扱うため、事故発生時に放射性物質を直接雰囲

気中に放出せず、既認可の事故想定は保守的な設定。また、全燃料体が内包する放射性ガ

スが放出される現実的には生じ得ない事態の評価も実施済み。部分装荷状態では炉内に残

る燃料体数は全数より少ないため、既認可の放射性ガス放出量は最大となる想定。事故想

定が部分装荷時の事故状態を上回っており、部分装荷は既評価に影響を与えない。

全装荷状態、部分装荷状態、いずれも燃料体の取扱いは気密性を有する容器内で実施。事

故評価時の放射性物質閉込めの境界条件が変わらず、部分装荷時と全装荷時で事故評価に

差はない。なお、事故が発生すれば、いずれの場合も燃料取出し作業は中断する。

表1-2　
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表1-2　事故評価への影響

1―1―5 1―1―5―1

1―1―5―2

部分装荷状態が既評

価へ与える影響
冷却系機能喪失事故

既認可では、除熱機能全喪失を評価。炉心燃料がNa中に漬かっていれば、燃料体の健全性

が維持される。部分装荷開始時点で炉心燃料体は66体と、廃止措置開始時点の1/3で崩壊熱

量も小さい。除熱機能全喪失時の燃料被覆管中心温度は既評価に包含される。

部分装荷時における

冷却系機能喪失事故

対応への影響

部分装荷では、模擬燃料体が部分的に装荷されず、その部分には模擬燃料体に比較して熱

伝導性の良いNaが満たされる。除熱機能喪失に対しては、全装荷状態に比較し部分装荷状

態の方が、燃料体は冷却されやすい。

表1-2　
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表1-3　災害評価への影響

1 1―2 1―2―1 1―2―1―1

1―2―1―2

1―2―2 1―2―2―1

1―2―2―2

1―2ー3 1―2―3―1

1―2―3―2

燃料体が部分装荷状態の場合、燃料体同士の隙間が全装荷状態に比べ広がる。地震に

よる燃料体の震動状況が全装荷状況と変わり、ラッパ管の健全性評価(炉心体系の維

持)に影響を与える可能性がある。3次元群振動解析の結果、ラッパ管の衝突荷重やエ

ントランスノズル付け根部の曲げに対する健全性は確保されており、炉心体系は維持

される。詳細は廃止措置計画変更申請（7月22日申請、11月13日補正　添付書類一

別添1.模擬燃料体の部分装荷時の影響評価について）参照。

全装荷、部分装荷に関わらず外部の災害が起因として外部電源が喪失すれば、燃料取

出し作業は中断し、燃料体の取出し工程が遅延する。このような外部災害では、災害

が終息し、施設の安全性が確認されるまで燃料取出し作業は再開しない。

火災/内部溢水
部分装荷状態が既評価へ与

える影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけで、Na火災や内部溢水に関係する設備に

直接影響を与えない。

地震により燃料被覆管が破損しても、原子炉容器内での破損。バウンダリを構成する

機器の耐震性が確認されており放射性物質の系外への直接放出はない。既認可では、

燃料池において燃料体全数の破損を想定した評価を実施しており、炉容器内燃料の破

損は既評価(周辺公衆の放射線被ばくリスク)に影響を与えない。

津波/竜巻/火山噴火

全装荷、部分装荷に関わらず火災や内部溢水が原因で停電となれば、燃料取出し作業

は中断、燃料体の取出し工程が遅延する。

燃料池の水抜けは既認可で評価済み。

部分装荷時における地震時

の燃料体の取出しへの影響

部分装荷時における火災/

内部溢水時の燃料体の取出

しへの影響 既認可で、燃料の冷却機能を喪失した際の、燃料被覆管の健全性性評価を実施済み。

火災や内部溢水で電源を喪失、冷却系の機能を全喪失してもこの評価は変わらず、燃

料取扱中の安全性は確保される。

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけで、原子炉容器、燃料取扱設備の構造を変

えるわけではない。部分装荷で炉内構造物に加わる重量が124体分軽くなるが、炉内

構造物に加わる全体重量から見ればわずかであり、原子炉容器の耐震性評価にほとん

ど影響を与えない。

部分装荷状態が既評価へ与

える影響

部分装荷時における津波/

竜巻/火山噴火時の燃料体

の取出しへの影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけで、津波/竜巻/火山噴火の影響を受ける、

取水口廻りの設備、建物、電源設備に影響を与えない。

既認可で、燃料の冷却機能を喪失した際の、燃料被覆管の健全性評価を実施済み。こ

のような災害で電源を喪失、冷却系の機能を全喪失してもこの評価は変わらない。な

お、燃料取扱設備は、停電時に燃料を落下させない構造を採用しており、燃料体は落

下しない。

安全性への影響 災害評価への影響 地震
部分装荷状態が既評価へ与

える影響

耐震バックチェックでは、地震時の制御棒挿入性と炉心体系の維持(ラッパ管の健全

性維持)の評価を実施し機能が維持されることを確認。廃止措置段階では制御棒は挿

入されており制御棒の挿入機能は必要なく、既評価に影響を与えない。

表1-3　
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表1-4　炉心体系が変わることの影響

3 3―1 3―1―1 3―1―1―1

3―1―1―2

3―1―1―3

3―1―2 3―1―2―1

3―1―2―2

部分装荷の場合、全装荷と比較し隣接燃料体との接触面数が減り、燃料体同士の隙間も広

がる。地震による燃料体の震動状況が変わり、パッド部における衝突荷重も変わる。ラッ

パ管の健全性評価に影響を与える可能性がある。3次元群振動解析の結果、ラッパ管の衝突

荷重やエントランスノズル付け根部の曲げに対する健全性は確保される。廃止措置計画変

更申請（7月22日申請、11月13日　添付書類一　別添1.模擬燃料体の部分装荷時の影響評価

について）参照。

燃料体が部分装荷状態の場合、燃料体同士の隙間が全装荷状態に比べ広がる。地震による

燃料体の震動状況が、全装荷状況と変わり、ラッパ管の健全性評価(炉心体系の維持)に影響

を与える可能性がある。3次元群振動解析の結果、ラッパ管の衝突荷重やエントランスノズ

ル付け根部の曲げに対する健全性は確保される。廃止措置計画変更申請（7月22日申請、11

月13日　添付書類一　別添1.模擬燃料体の部分装荷時の影響評価について）参照。

部分装荷では燃料体が装荷されない空間が発生し、空間部の流量が増える。流速は約10倍

となる。部分装荷でなくても燃料交換時はこのような流量変化があり、燃料交換が支障な

く行われている。燃料未装荷部分の流量変化は燃料取出しに影響を与えない。

燃料体頂部変位が大

きくなる可能性

燃料体が跳び上がり量が大きい場合、燃料交換装置底面(グリッパガイド底面：40㎜、90

㎜)や、炉心上部機構底面(整流管底面：50㎜、70㎜)と燃料体頂部が接触する。燃料体頂部

が他機器と干渉すると、燃料取出しに影響を与える可能性がある。3次元群振動解析の結

果、地震時の燃料体の跳び上がり量評価結果は最大20㎜程度であり、燃料交換装置底面ま

での最短距離40㎜よりも小さい。燃料体頂部は燃料交換装置底面と干渉しない。＜資料2-

2-2＞部分装荷時における燃料体の跳び上がり挙動について参照。

燃料体が跳び上がり量が大きい場合、ラッパ管上部パッド部高さ(45㎜)や、ラッパ管エン

トランスノズルと連結管との嵌合部深さ(55㎜)を超えると、燃料体頂部中心位置の変位量

が大きくなり、燃料取出しに影響を与える可能性がある。3次元群振動解析の結果、地震時

の燃料体の跳び上がり量評価は最大20㎜程度であり、ラッパ管上部パッド部高さ45㎜より

も小さい。燃料体頂部中心位置の変位量は、エントランスノズルと連結管との嵌合部の隙

間から制限される傾きを超えて変位することはない。＜資料2-2-2＞部分装荷時における燃

料体の跳び上がり挙動について参照。

炉心の流動抵抗が減ることで炉心流量が増える。流量増加の上限は系統側の圧力損失で制

限されるものの、ポンプの負荷は増加する。ポンプの仕様上、十分余裕があることから運

転上は支障ない。

地震時に跳び上がる

ことの影響

流量が変化する影響

他機器と干渉する可

能性

燃料取出し機能への

影響

炉心体系が変わるこ

との影響

未装荷箇所の空間が

増えることの影響

隣接燃料体からの拘

束面が減る影響

燃料体周囲の隙間が

増大する影響

表1-4　
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表1-4　炉心体系が変わることの影響

3―1―2―3 （確認中）燃料体は炉心支持板へ衝突するが、実験に用いたラッパ管が座屈により損傷し

ないことを確認している。炉心支持板への衝突

による影響

表1-4　
8



表1-5　燃料取扱設備への影響

3 3―2 3―2―1 3―2―1―1

3―2―1―2

3―2―2 3―2―2―1

3―2―2―2

3―2―3 3―2―3―1

3―2―3―2

3―2―4 3―2ー4―1

3―2―4―2

3―2―5 3―2―5―1

3―2―5―2

部分装荷状態が設備

に与える影響

炉内構造物への影響
部分装荷状態が設備

に与える影響

しゃへいプラグへの

影響

部分装荷状態が設備

に与える影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、しゃへいプラグの設備変更はないた

め、しゃへいプラグの機能に影響を与えない。

部分装荷の場合、模擬燃料体を装荷しないことから、炉心支持板に加わる荷重が減る。原

子炉構造全体から見ればわずかな重量変化であり、設備にほとんど影響を与えない。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

全装荷、部分装荷に関わらず、回転プラグの作動状況に異常、トラブル等が発生すれば、

復旧まで燃料取扱いが中断し、燃料体の取出し工程が遅延する。

燃料取出し機能への

影響

燃料取扱設備への影

響

燃料交換装置への影

響

部分装荷状態が装置

に与える影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、回転プラグの設備変更はないため、回

転プラグの機能に影響を与えない。

炉内中継装置への影

響

部分装荷状態が装置

に与える影響

全装荷、部分装荷に関わらず、炉内中継装置の作動状況に異常、トラブル等が発生すれ

ば、復旧まで燃料取扱いが中断し、燃料体の取出し工程が遅延する。

部分装荷の場合、燃料出入機から、模擬燃料体入りの燃料移送ポットの受渡し過程がなく

なる。この過程は全装荷時にも、最初の燃料移送ポットに搬入時に行われっており、部分

装荷による影響はない。

部分装荷により、燃料体頂部の中心位置の変位量が、全装荷時に比べ増える可能性があ

る。燃料交換装置グリッパの接続時に異常警報が発報する可能性があるが、燃料体頂部中

心の変位は設計範囲内にあり、燃料取出しに支障はない。廃止措置計画変更申請（7月22日

申請、11月13日補正　添付書類一　別添1.模擬燃料体の部分装荷時の影響評価について）

参照。

全装荷、部分装荷に関わらず、燃料交換装置の作動状況に異常、トラブル等が発生すれ

ば、復旧まで燃料取扱いが中断し、燃料体の取出し工程が遅延する。

回転プラグへの影響

全装荷、部分装荷に関わらず、遮へいプラグの作動状況に異常、トラブル等が発生すれ

ば、復旧まで燃料取扱いが中断し、燃料体の取出し工程が遅延する。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

全装荷、部分装荷に関わらず、静的機器である炉内構造物に異常が発生すれば、燃料取出

し作業は中断、異常状況の調査、原因究明を行う。

表1-5
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表1-5　燃料取扱設備への影響

3―2―6 3―2―6―1

3―2―6―2

3―2―7 3―2ー7―1

3―2―7―2

3―2―8 3―2―8―1

3―2―8―2

保修用機器への影響
部分装荷状態が設備

に与える影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、保修用機器の設備変更はないため、保

修用の機能に影響を与えない。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

全装荷、部分装荷に関わらず、保修用機器の作動状況に異常、トラブル等が発生すれば、

復旧まで燃料取扱いが中断し、燃料体取出し作業全体の工程が遅延する。

原子炉容器への影響
部分装荷状態が設備

に与える影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、原子炉容器の設備変更はないため、原

子炉容器の機能に影響を与えない。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

全装荷、部分装荷に関わらず、静的機器である原子炉容器に異常が発生すれば、燃料取出

し作業は中断、異常状況の調査、原因究明を行う。

計測制御系への影響
部分装荷状態が設備

に与える影響

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取り出

しに与える影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、燃料取扱設備の計測制御系の設備変更

はないため機能に影響を与えない。

全装荷、部分装荷に関わらず、燃料取扱設備の計測制御系に故障、トラブル等が発生すれ

ば、復旧まで燃料取扱いが中断し、燃料体の取出し工程が遅延する。

表1-5
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表1-6　燃料取扱設備操作性への影響

3 3―3 3―3―1 3―3―1―1

3―3―2 3―3―2―1

3―3―2―2

3―3―3 3―3―3―1

3―3―3―2
プログラム変更誤りの

リスク

操作手順への影響 操作手順変更の影響

操作員への影響

プログラム変更時のエラー発生の可能性は否定できない。プログラム変更では、工場試

験、もんじゅにおける実作動試験を実施し、エラーがないことを確認。その後実機運用に

入ることで、プログラム変更誤りの発生を防止する。

自動制御ソフトへの

影響

操作手順プログラムへ

の影響

部分装荷時はEVSTから炉内中継装置への移送が空の燃料移送ポットのみとなる。この操作

は全装荷時にも、燃料交換の最初と最後、及びEVSTの列が変わる毎に実施される操作。実

績のある操作であり、影響はほとんど出ないが、操作手順変更となり手順書の変更が必

要。

燃料交換作業が自動化運転が基本で、操作員が操作ミスを起こす可能性は低い。自動化運

転除外した場合、手動操作となるが、今年度実施した炉心からの燃料取出し作業にて経験

が蓄積されている。操作員が操作ミスを起こすほどの影響はない。

部分装荷時はEVSTから炉内中継装置への移送が空の燃料移送ポットのみとなり、制御ソフ

トの変更が必要となる。部分装荷開始までには期間があり、プログラム変更に必要な期間

は十分確保されており、余裕をもってプログラム変更対応が可能。

燃料取出し機能への

影響

燃料取扱設備の操作

への影響
計測制御系への影響

部分装荷状態が設備

に与える影響

部分装荷状態では、隣接する燃料体が減り、隣接燃料体によって燃料体同士が支え合う効

果が減る。この効果は、燃料体の傾きを増加、低減、いずれの方向にも作用し、燃料交換

装置グリッパの燃料体との接続に際し、警報発報の要因となりうる。しかし、燃料体の傾

きはエントランスノズルと連結管の嵌合部の隙間で制約され、燃料体頂部の変位量は設計

範囲内。警報が発報しても、燃料取出しに支障はない。廃止措置計画変更申請（7月22日申

請、11月13日補正　添付書類一　別添1.模擬燃料体の部分装荷時の影響評価について）参

照。

表1-6
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表1-7　冷却機能/Na取扱い機能への影響

4―1―1―1
4 4―1 4―1―1

4―1―2 4―1―2―1

4―1―2―2

5 5―1 5―1―1

5―1―2

5―2 5―2―1

5―3 5―3―1 燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、窒素雰囲気、ナトリウム漏えい検出

器、ライナ等のナトリウム漏えい対策設備に関わる変更はなく、ナトリウム漏えい時の化

学的影響緩和機能に影響を与えない。

炉心燃料への影響冷却機能への影響

未装荷領域に冷却材が多

く流れ、装荷領域の流量

が減ることの影響

ナトリウム凍結防止へ

の影響

ナトリウム漏えい対策

への影響

保温材/予熱設備への影

響

ナトリウム漏えい対策設

備への影響

ナトリウムの取扱い機

能への影響

空気との直接接触防止

への影響

隔壁(バウンダリ)への影

響

カバーガスへの影響
燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、カバーガス境界及びシール部等の気密

機能に関わる変更はなく、空気混入防止機能に影響を与えない。

部分装荷開始時点で炉心燃料体数は初期の198体から66体と1/3に減る。炉心の総発熱量も

小さいの状態で、既認可と同様の条件と手法で冷却機能喪失時の燃料被覆管中心温度を評

価すると○○℃（確認中）である。除熱機能を喪失しても、燃料被覆管の健全性は維持さ

れる。また、燃料体の頂部から流出するNa温度もほとんど影響を受けない。

燃料体数が減ることにより、炉心燃料の有する崩壊熱が減り、電源喪失時のNa凍結のリス

クが高まる。しかし、これは全装荷、部分装荷に関わらず、燃料体取出し時に当初から想

定しているリスク。

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、保温材、予熱設備に関わる変更はな

く、保温材/予熱設備に影響を与えない。

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、ナトリウム内包機器、遮へいプラグ、

燃料取扱設備等の構造に関わる変更はなく、バウンダリの構造健全性に影響を与えない。

炉心構成要素、炉内構造物、原子炉容器及び冷却材を加えた炉容器の熱容量は大きいた

め、短期間でNaが凍結に至ることはない。外部電源が喪失した場合は、非常用ディーゼル

発電機から電源を供給、ディーゼル発電機が使用不能な場合は電源車を接続し電源を供給

する。

炉心流量変化による影

響

主冷却系はポニーモータ運転であり、外部電源喪失時には非常用ディーゼル発電機から電

源が供給され、冷却系の運転は継続され冷却系の機能は維持される。
電源喪失による影響

除熱機能を失うことへの

影響

入熱機能を失うことの影

響

予熱設備への電源供給が喪失すると、炉心の崩壊熱が、系統の放散熱を下回ることから、

Na凍結リスクが顕在化する。このリスクは、全装荷、部分装荷に関わらず変わらない。

既認可の評価にて冷却材の流動がない状態における燃料被覆管の健全性を評価しており、

流量に依存しない。

表1-7
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表1-8　放射線防護・放射性廃棄物処理/処分への影響

6 6―1 6―1―1

6―1―2

6―2 6―2―1

6―2―2

7 7―1 7―1―1 7―1―1―1

7―1―1―2

7―1―2 7―1―2―1

7―1―2―2

7―2

放射線防護への影響
放射性物質拡散防止

への影響
気密機能への影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、しゃへいプラグ、燃料取扱設備の気密

機能に関わる設備に変更はなく、気密機能に影響を与えない。

放射性物質浄化機能

への影響

燃料体が保有する放射性ガスが十分減衰していることから、換気空調設備浄化系の機能維

持は必要としておらず、放射性物質の浄化機能に影響を与えない。

放射線遮へいへの影

響

炉心からの放射線遮

へいへの影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、原子炉容器廻りの放射線遮へい関わる

設備に変更はなく、炉心からの放射線遮へい機能に影響を与えない。

使用済燃料からの放

射線遮へいへの影響

燃料体の部分装荷は炉心構成を変えるだけであり、燃料取扱設備、燃料貯蔵設備廻りの放

射線遮へい関わる設備に変更はなく、使用済燃料からの放射線遮へい機能に影響を与えな

い。

放射性廃棄物処分へ

の影響

放射性廃棄物処理/処

分への影響

燃料取扱貯蔵設備へ

の影響

燃料取扱設備(燃料洗

浄設備等)への影響

燃料貯蔵設備(燃料池/

貯槽ﾗｯｸ等)への影響

部分装荷が設備に与

える影響

装荷される模擬燃料体数が減り、放射性廃棄物の発生量が削減される。併せて模擬燃料体

のNa洗浄に伴い発生する放射性廃棄物の発生量も削減される。

部分装荷が設備に与

える影響

全装荷、部分装荷に関わらず、設備に故障、トラブル等が発生すれば、復旧まで燃料洗浄

ができず、燃料体取出し作業全体の工程が遅延する。

全装荷、部分装荷に関わらず、設備に故障、トラブル等が発生すれば、復旧まで燃料貯蔵

ができず、燃料体の取出し工程が遅延する。

全装荷、部分装荷に関わらず洗浄対象燃料体の数は変わらず、部分装荷が燃料洗浄設備の

負荷を増やすことはない。ただし、部分装荷では模擬燃料体の炉心装荷数が減る分、燃料

洗浄設備の負荷が減る。

部分装荷では模擬燃料体の炉心装荷数が減り、その分EVSTに持ち込まれる模擬燃料体の数

が減る。一方、燃料池に貯蔵する燃料体数量は、全装荷、部分装荷に関わらず変わらな

い。

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取出し

に与える影響

設備故障が部分装荷

時の燃料体の取出し

に与える影響

表1-8
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